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宫 古 市 暴力 团 排 除 条 例 


(目的 ) 

第 1 条 この 条例 は 、 暴 力 団 の 排除 に 関し 基本 理念 を 定め 、 並 びに 市 、 市 民 及 び 事 業者 の 責務 
を 明らか に する と と も に 、 横 力 団 の 排除 の た め に 講ず る 措置 その 他 市 の 施策 に つい て 必要 な 
事項 を 定め る こと に より 、 ラ 横 力 団 の 排除 を 推進 し 、 も っ て 市 民 の 安全 か つ 平 穏 な 生活 の 確保 
及び 事業 活動 の 健全 な 発展 に 寄与 する こと を 目的 と する 。 

(定義 

第 2 条 この 条例 に お いて 、 次 の 各 号 に 揚げ る 用 語 の 意義 は 、 そ れ ぞ れ 当 該 各 号 に 定め る と こ 
ろ に よる 。 

(1) ”暴力 团 暴力 団員 に よる 不当 な 行為 の 防止 等 に 関す る 法律 (平成 3 年 法律 第 7 7 号 。 以 
下 「 法 」 と いう 。) 第 2 条 第 2 号 に 規定 する 暴力 団 を いう 。 

(2) “暴力 团员 法 第 2 条 第 6 号 に 規定 する 桑 力 団員 を い う 。 

(3) 暴力 団員 等 暴力 団員 又は 暴力 団員 で な く な っ た 日 か ら 5 年 を 経過 し な い 者 を いう 。 
(4) 暴力 团 O 排 除 革 力 団 に よる 威力 の 利用 及び 横 力 団員 等 に よる 不当 な 行為 を 防止 し 、 も 
っ て 市 民生 活 又 は 事業 者 の 事業 活動 に 生じ た 不当 な 影響 を 排除 する こと を いう 。 

(基本 理念 ) 

第 3 条 虹 力 団 の 排除 は 、 横 力 団 が 市 民生 活 及 び 事 業 活動 に 不当 な 影響 を 与え る も の で ある こ 
と を 論 識 し 、 双 力 団 を 恐れ な いこ と 、 ラ 横 力 団 に 対し て 金品 その 他 の 財産 上 の 利益 を 提供 し な 
いこ と 及び 横 力 団 を 利用 し な いこ と を 基本 と し て 、 市 、 市 民 、 事 業者 、 関 係 機関 及び 関係 団 
体 が 相互 に 連携 し 、 及 び 協 力 し て 推進 され な けれ ば な ら な い 。 

(市 の 責務 ) 

第 4 条 市 は 、 前 条 に 規定 する 基本 理念 (以下 「 基 本 理念 」 と いう 。) [Do 上 上 0、 暴力 团 D 排 
除 に 関す る 総合 的 な 施策 を 推進 する も の と する 。 

2 市 は 、 暴 力 団 の 排除 に 関す る 施策 の 実施 に 当たっ て は 、 関 係 機関 及び 関係 団体 と の 連携 を 

る も の と する 。 

(市 民 及 び 事 業者 の 責務 ) 

第 5 条 市 民 は 、 基 本 理念 に の っ と り 、 ラ 暴力 団 の 排除 に 関す る 活動 に 取り 組む と と も に 、 市 が 
実施 する 暴力 団 の 排除 に 関す る 施策 に 協力 する よ う 努 め な けれ ば な ら な い 。 

2 事業 者 は 、 基 本 理念 に の っ と り 、 そ の 行う 事業 に より 雷 力 団 の 活動 を 助長 し 、 又 は 又 力 団 
の 運営 に 資す る こと の な いよ うに する と と も に 、 市 が 実施 する 暴力 団 の 排除 に 関す る 施策 に 
協力 する よう 努め な けれ ば な ら な い 。 

(市 民 及び 事業 者 に 対す る 支援 ) 

第 6 条 市 は 、 市 民 及 び 事 業者 が 暴力 団 の 排除 に 関す る 活動 に 取り 組む こと が で きる よう 、 情 

報 の 提供 その 他 の 支援 を 行う も の と する 。 

普及 啓発 ) 

7 条 市 は 、 市 民 及 び 事 業者 が 暴力 団 の 排除 の 重要 性 に つい て の 理解 を 深め る こと が で きる 

よう 、 共 力 団 の 排除 に 関す る 知識 の 普及 啓発 を 行う も の と する 。 
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( 公 の 施設 の 使用 の 不 許可 等 ) 


第 8 条 市 長 、 教 育 委 員 会 (以下 「 市 長 等 」 と いう 。) 及び 地方 自治 法 (昭和 2 2 年 法律 第 6 7 
号 ) 第 2 4 4 条 の 2 第 3 項 に 規定 する 指定 管理 者 (以下 「 指 定 管理 者 」 と いう 。) は 、 市 が 設 










































































る 許可 、 承 認 そ の 他 の 処分 を せ ず 、 又 は 当該 処分 を 取り 消す こと が で きる 。 
(利益 付与 処分 に 関す る 措置 ) 
第 9 条 市 長 等 及び 指定 管理 者 は 、 次 に 掲げ る 者 (以下 「 排 除 措置 対象 者 」 と いう 。) に 

































































置 し た 公 の 施設 が 困 力 団 の 活動 に 使用 され る と 認め られ る と き は 、 当 該 公 の 施設 の 使用 に 係 


対し 、 


禁 力 団 の 活動 を 助長 し 、 又 は 禁 力 団 の 運営 に 資す る お それ が ある 許可 その 他 の 何ら か の 利益 





を 付与 する 処分 (次 項 に お いて 「 利 益 付与 処分 」 と いう 。) を し な いも の と する 。 
1) 禁 力 団員 等 





























(2) 准 力 団員 と 生計 を 一 に する 配偶 者 ( 婚 問 の 届出 を し て いな い が 事 実 上 婚 燥 関係 と 同様 の 


事情 に ある 者 を 含む 。) 
(3) 法人 その 他 の 団体 で あっ て 鞭 力 団員 等 が その 役員 と な っ て いる 者 














(4) 夫 力 団員 等 が 出資 、 融資 、 取引 その 他 の 関係 を 通じ て その 事業 活動 に 支配 的 な 影響 力 を 




















有する 者 (前 号 に 該当 する も の を 除く 。) 
(5) その 他 暴 力 団 又 は 暴力 団員 と 社会 的 に 非難 され る べき 関係 に ある 者 




































































2 市 長 等 及び 指定 管理 者 は 、 利 益 付与 処分 を 受け た 者 が 排除 措置 対象 者 に 該当 する こと が 判 











明 し た と き は 、 当 該 利益 付与 処分 を 取り 消す こと が で きる 。 
(市 の 財産 の 貸付 け 等 の 禁止 ) 























第 10 条 市 長 等 は 、 凌 力 団 の 活動 を 助長 し 、 又 は 又 力 団 の 運営 に 資す る お それ が ある 場合 に 
































設定 又は 同 条 第 7 項 の 規定 に 基づく 行政 財産 の 使用 の 許可 を し な いも の と する 。 


















































は 、 排 除 措置 対象 者 に 対し 、 地 方 自治 法 第 2 3 8 条 の 4 第 2 項 及 び 第 3 項 ( 同 条 第 4 項 に お 
いて 準用 する 場合 を 含む 。) の 規定 に 基づく 行政 財産 の 貸付 け 、 若しくは これ に 対す る 私 権 の 


2 市 長 等 は 、 桑 力 団 の 活動 を 助長 し 、 又 は 禁 力 団 の 運営 に 資す る お それ が ある 場合 に は 、 排 
除 措置 対象 者 に 対し 、 地 方 自治 法 第 2 3 8 条 の 5 第 1 項 の 規定 に 基づく 普通 財産 の 貸付 け 、 


交換 、 売 払い 若しくは 譲与 、 こ れ を 出資 の 目的 と する こと 若しくは これ に 対す る 私 権 の 設定 

















又は 同 条 第 2 項 若しくは 第 3 項 の 規定 に 基づく 普通 財産 の 信託 を し な いも の と する 。 





3 市 長 等 は 、 桑 力 団 の 活動 を 助長 し 、 又 は 禁 力 団 の 運営 に 資す る お それ が ある 場合 に は 、 排 




















除 措置 対象 者 に 対し 、 物 品 の 貸付 け 、 交 換 、 売 払い 又は 譲与 を し な いも の と する 。 
4 前 3 項 の 規定 は 、 基 金 に 属す る 財産 を 管理 し 、 又 は 処分 する 場合 に つい て 準用 する 。 
(市 の 事務 又は 事業 に お ける 措置 ) 






























































第 1 1 条 前 3 条 に 定め る も の の ほか 、 市 長 等 は 、 契 約 に 係る 事務 その 他 市 の 事務 又は 事業 に 








お いて 、 ラ 茸 力 団 の 活動 を 助長 し 、 又 は 禁 力 団 の 運営 に 資す る こと と な ら な いよ う 、 排 除 措 











対象 者 を 契約 の 相手 方 と し な いこ と その 他 の 必要 な 措置 を 講ず る も の と する 。 
(青少年 に 対す る 指導 等 ) 
第 1 2 条 市 、 市 民 及 び 事 業者 は 、 青少年 (1 8 歳 未 満 の 者 を いう 。) が 暴力 団 の 排除 の 


















































枉 





EE 要 性 





を 認識 し 、 雷 力 団 に 加入 する こと 又は 雷 力 団 か ら 危 害 を 受け る こと の な いよ う 、 地域 、 学 校 、 


職域 等 に お いて 、 指 導 、 助 言 そ の 他 の 適切 な 措置 を 講ず る よう 努め る も の と する 。 


























( 国 及 び 他 の 地方 公共 団体 と の 連携 ) 
第 1 3 条 市 は 、 こ の 条例 の 目的 を 達成 する た め 必 要 が ある と 認め る と き は 、 国 及び 他 の 地方 














公共 団体 と 連携 し 、 及 び 協 力 す る こと に より 暴力 団 の 排除 の 効果 的 な 推進 に 努め る も の と す 
る 。 

( 補 則 ) 
第 1 4 条 この 条例 の 実施 に 関し 必要 な 事項 は 、 別 に 定め る 。 





附 則 
この 条例 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。 


大 船渡 市 議会 基本 条例 
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第 7 章 








危機 管理 (第 19 条 ' 第 20 条 ) 














第 8 章 
第 9 章 


議会 事務 局 の 充実 (第 21 条 ・ 第 22 条 ) 
継続 的 な 評価 及び 検討 (第 23 条 ) 


附則 

大 船渡 市 は 、 平 成 23 年 3 月 11 日 に 発生 し た 東日本 大 震 災 津 渡 に よっ て 甚大 な 被害 を 受け た 。 
大 船渡 市 議会 は 、 震 炎 か ら の 復興 や 当 市 を 取り 巻く 諸 課 題 を 解決 する た め 、 市 民 の 視点 に 立っ 
た 市 政 運営 の 実現 を 図る こと を 目的 に 、 そ の 責務 を 自覚 し 、 議 会 活動 を 通じ て その 役割 を 果 た 
し て いく こと を 市 民 に 宣言 する 。 

岩 災 以前 か ら 当 市 で は 、 人 口 の 減少 や 少子 高齢 化 、 市 内 経済 の 低迷 、 県 内 陸 部 と の 交通 アク 
セス 等 が 大 き な 課題 と な っ て いた 。 今後 は 、 自 治 体 間 競争 が 活発 化し 自主 的 な 取組 や 自己 決定 
が 更に 求め られ る こと か ら 、 二 元 代表 制 の 一 翼 を 担う 機関 と し て 、 市 議会 は 、 積 極 的 に 政策 提 
言 や 政策 立案 を 行い 市 民 の 負 託 に 応え 、 持 続 可能 な 地域 社会 と し て 当 市 を 次 世代 へ 引き 継ぐ 使 
命 を 自覚 し 活動 を 行う 。 

その た め に 市 議会 は 、 市 民 に 寄り 添い 、 市 民 目 線 で 市 政 運 営 を 行い 、 合 議 体 で ある 議会 と し 
て の 権能 を 最大 限 発揮 する こと が 必要 で あり 、 市 長 等 の 監視 及び 政策 の 評価 を 行う こと や 、 市 
民 の 多様 な 意見 を 反映 で きる 議会 を 築く こと が 重要 で ある 。 

し た が っ て 本 議会 は 、 目 指す べき 地方 議会 の 姿 を 示し 市 民 と と も に 歩む @ た め 、 議 会 の 活動 理 
ぶ 、 議 員 の 責務 及び 活動 原則 、 積 極 的 な 情報 の 公開 な どの 議会 の 基本 事項 を 定め た 大 船渡 市 議 
























































































































































































































































第 1 条 この 条例 は 、 議 会 及び 議員 の 責務 並び に 議会 が 担う べき 役割 を 果たす た め の 基 本 的 な 
事項 を 定め る こと に より 、 持 続 可能 で 安心 し て 暮らせ る まち づく り の 実現 に 適切 に 対応 する 
議会 運営 を 図り 、 も っ て 市 民 福 祉 の 増進 に 寄与 する こと を 目的 と する 。 

(この 条例 の 位置 付け ) 

第 2 条 この 条例 を 議会 に お ける 最高 規範 と 位置 付け 、 議 会 に 関す る 他 の 条例 、 規 則 等 の 制定 

又は 改廃 を 行う と き は 、 そ の 理念 を 反映 させ 、 こ の 条例 に 定め る 事項 と の 整合 を 図ら な けれ 












































ば な ら な い 。 
第 2 章 議会 及び 議員 の 活動 原則 
(議会 の 活動 原則 ) 

第 3 条 議会 は 、 第 1 条 の 目的 を 達成 する た め 、 次 に 揚げ る 原則 に 基づき 活動 する も の と する 。 
(1) 市 民 の 多様 な 意見 の 把握 に 努め る と と も に 、 議 会 と し て 積極 的 に 政策 形成 を 行う こと 。 
(2) 自由 な 討議 を 通じ て 、 論 点 及び 争点 を 明らか に し 、 合 意 形成 に 努め る こと 。 

(3) 適切 な 行政 運営 が 行わ れ て いる か を 監視 し 、 評 価 す る こと 。 

(4) 積極 的 な 情報 公開 に 取り 組む と と も に 、 市 民 に 対し て 議会 の 諸 活動 を 説明 する 責任 を 果 
7 まだ だ 。 

(5) 公正 で 透明 な 議会 運営 に 努め る と と も に 、 議 会 の 信頼 性 を 高め る た め 、 継 続 し て 改 
取り 組む こと 。 

(議員 の 活動 原則 ) 

第 4 条 議員 は 、 第 1 条 の 目的 を 達成 する た め 、 次 に 掲げ る 原則 に 基づき 活動 する も の と する 。 
(1) 市 政 に 関す る 課題 及び 市 民 の 多様 な 意見 を 的 確 に 把握 し 、 積 極 的 に 政策 提案 を 行う こと 。 
(2) 自ら の 資質 向上 に 努め 、 誠 実 か つ 公 正 な 職務 遂行 に 努め る こと 。 

(3) 議会 が 議論 の 場 で や る こと 及び 合議 体 で や る こと を 十分 に 認識 し 、 議 員 相 互 の 自由 な 討 
議 を 尊重 する こと 。 

(4) 議会 の 構成 員 と し て 、 市 民 全体 の 福祉 の 増進 を 目指 し て 活動 する こと 。 

(会 派 ) 

第 5 条 議員 は 、 議 会 活動 を 円 滑 に 実施 する た め 、 政 策 を 中 心 と し た 同一 の 理念 を 共有 する 議 
上 員 で 構成 する 会 派 を 結成 する こと が で きる 。 

2 会 派 は 、 議 会 の 政策 形成 に 資す る た め の 調 査 研究 を 行う と と も に 、 必 要 に 応じ て 会 派 間 の 
調整 を 行い 、 合 意 形成 に 努め る も の と する 。 

第 3 章 市 民 と 議会 の 関係 
(市 民 参加 ) 

第 6 条 議会 は 、 市 民 の 議会 活動 に 参加 する 機会 の 確保 に 努め 、 市 民 の 意見 及び 知見 を 審査 等 
に 反映 させ る た め 、 公 聴 会 及び 参考 人 の 制度 等 の 活用 に 努め る も の と する 。 

第 7 条 議会 は 、 請 願 及 び 陳 情 を 市 民 に よる 政策 提案 と 位置 付け 、 誠 実 か つ 適 切 に 審査 を 行 う 
も の と する 。 

2 議会 は 、 前 項 の 審査 に 当たっ て は 、 提 案 者 の 意見 を 聴く 機会 を 設け る よう 努め る も の と す 

る 。 

(情報 公開 ) 

第 8 条 議会 は 、 会 議 を 原則 公開 し 、 説 明 責任 を 果たす と と も に 、 市 民 と 議会 が 情報 及び 意見 

を 交換 する 機会 を 多様 に 設け る も の と する 。 
第 4 章 市 長 等 と 議会 の 関係 

第 9 条 二 元 代表 制 の 一 翼 を 担う 議会 は 、 市 長 及 び 執 行 機関 の 長 (以下 「 市 長 等 」 と いう 。) と 

の 間 に お いて 常に 緊張 関係 を 保持 し 、 事 務 の 執行 の 監視 及び 評価 を 行う も の と する 。 























































































































由 
FN 







































































































































































































































































2 本 会 議 に お ける 議員 と 市 長 等 と の 質疑 応答 は 、 論 点 及 び 争 点 を 明確 に する た め 、 一 間 一 答 
方 式 で 行う こと が で きる 。 

3 議長 か ら 本 会 議 及 び 委 員 会 に 出席 を 要請 され た 市 長 等 は 、 議 長 又 は 委員 長 の 許可 を 得 て 、 
議員 の 質問 の 内 容 を 明確 に する た め 反 問 す る こと が で きる 。 

第 10 条 議会 は 、 市 長 等 が 提案 する 政策 等 に つい て 必要 な 情報 を 明らか に する よう 求め る も の 
と する 。 

第 5 章 議会 機能 の 強化 
(議決 事件 の 拡大 ) 

第 11 条 議会 は 、 議事 機関 と し て の 機能 強化 の た め 、 地方 自治 法 (昭和 22 年 法律 第 67 号 。 以 
下 「 法 」 と いう 。) 第 96 条 第 2 項 に 規定 する 議会 の 議決 すべ き 事 件 の 追加 を 積極 的 に 検討 す 
る も の と する 。 

2 前 項 の 議会 の 議決 すべ き 事 件 に 関し 必要 な 事項 は 、 別 に 条例 で 定め る 。 

(議会 機能 の 強化 ) 

第 12 条 議会 は 、 政 策 の 立案 及び 提言 に 関す る 機能 が 十分 発揮 で きる よう 効率 的 な 運営 に 努め 
る と と も に 議会 機能 の 強化 を 図る も の と する 。 

2 議会 は 、 議 員 相 互 の 自由 な 討議 を 尽く し て 合意 形成 を 図り 、 共 通 認識 を 深め る た め 必 要 に 
応じ て 協議 の 場 を 開催 する も の と する 。 

3 議会 は 、 必 要 に 応じ て 他 の 自治 体 の 議会 と 政策 及び 政策 運営 に つい て 意見 の 交換 を 行い 、 
交流 及び 連携 を 図る も の と する 。 

4 市 政 の 課題 に 関す る 調査 の た め 必 要 が ある と き は 、 知 識 経 験 を 有する 者 等 で 構成 する 調査 
機関 を 設置 する こと が で きる 。 

(委員 会 の 活動 ) 

第 13 条 議会 は 、 議案 その 他 多 様 な 政策 等 を 効率 的 か つ 詳 細 に 審査 ・ 調 査 す る と と も に 、 委員 
会 を 適切 に 設置 し 、 活 用 する も の と する 。 

2 委員 会 は 、 市 政 課題 の 所 管 事務 調査 を 実施 し 、 政 策 立 案 ・ 政 策 提言 に 結び つく よ 2 う 努 め 、 
委員 長 は 、 必 要 に 応じ て 各 委 員 会 間 の 調整 を 図る も の と する 。 

3 委員 会 は 、 市 民 か ら の 要請 に 応じ 、 又 は 市 政 課題 に 対応 する た め 、 市 民 と の 北 談 を 積極 的 

了 う よう es 

4 委員 会 の 運営 等 は 、 別 に 条例 で 定め る 。 

(上 の os 

第 14 条 議会 は 、 議 員 の 政策 形成 能力 及び 立案 能力 向上 の た め 、 積極 的 に 議員 研修 の 充実 強化 
を 図る も の と する 。 

(政務 活動 費 ) 

第 15 条 議員 は 、 大 船渡 市 議会 政務 活動 費 の 交付 に 関す る 条例 (平成 25 年 大 船渡 市 条例 第 3 
号 ) に 基づき 交付 され た 政務 活動 費 に つい て 、 調 査 研究 その 他 の 活動 に 資す る た め 適 切 に 執 
行 す る と と も に 、 透 明 性 の 確保 に 努め る も の と する 。 


(議会 広報 ) 






























































































































































































































































よ 、 広報 紙 を 発行 し 、 そ の 内 容 の 充実 を 図 
< こ 関心 を 持つ よ う 議 会 広報 活動 に 











る と と も に 、 多様 な 広報 媒体 を 活用 す 
婦 め る も の と する 。 
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第 20 条 
6 市 長 等 と 連携 し 、 


+ 









































第 16 条 議会 は 、 
る こと に より 、 多 く の 市 民 が 議会 
第 6 章 議員 の 政治 倫理 並び に 定数 及び 報酬 
(議員 の 政治 倫理 ) 
第 17 条 議員 は 、 市 民 の 代表 と し て 倫理 的 義務 が 課せ られ て いる こと を 自覚 し 、 議員 の 品位 を 
保持 し 、 識 見 を 高め る よう 努め る も の と する 
(議員 定数 及び 議員 報酬) 
第 18 条 議員 定数 及び 議員 報酬 は 、 別 に 条例 で 定め る 。 
2 潤 員 は 、 議 員 定 数 又は 識 員 報酬 を 改正 する と き は 、 市 政 の 現状 及び 課題 、 他 市 等 の 状況 並 
びに 議会 が 果たす 役割 を 考慮 する よう 努め る も の と する 
第 7 章 危機 管理 
(危機 管理 ) 
第 19 条 議会 は 、 災害 時 に お いて 機能 的 に 対応 で きる よう 危機 管理 体制 の 整備 に 努め 、 市 長 等 
と 連携 する も の と する 
0 0 
は 、 災 害 が 発生 し た 場合 、 大 船渡 市 議会 災害 対策 会 議 を 設置 する こと が で きる 。 
災害 対策 活動 を 支援 する と と も に 、 被 災 者 と 情報 共有 、 連 携 、 
こ 把 握 す る と と も に 、 必 要 




















民 の 意見 及び 要望 を 的 確 に 把 】 

















談 等 を 行う も の と する 
ee 
行う も の と する 。 











議会 は 、 災 害 
対し 、 提 言及 び 提案 を 


に 応じ 市 長 等 ( 
第 8 章 議会 事 > 
此 
は 、 議員 の 政策 形成 、 政策 立案 等 を 補助 する 組織 と し て の 議会 事務 局 の 調査 機能 

































































(議会 事務 局 の 体制 整備 ) 
第 21 条 议会 员 ク 
及び 法務 機能 の 充実 強化 を 図る も の と する 。 
(議会 図書 室 ) 
第 22 条 議会 は 、 法 第 100 条 第 19 項 の 規定 に より 議員 の 調査 研究 に 資す る た め 、 議 会 図書 室 
を 設置 する 。 
2 議会 は 、 議 員 の 政策 形成 能力 及び 立案 能力 の 向上 を 図る た め 、 議 会 図書 室 の 充実 に 努め る 
も の と する 。 
第 9 章 継続 的 な 評価 及び 検討 
は 、 この 条例 の 目的 が 達成 され て いる か 否 か を 、 議会 運営 委員 会 に お いて 継続 的 
音 赴 を 速やか に 講 





議会 条 偽 
要 と 認め る 場合 は 、 こ の 条例 の 改正 を 含め 適切 な # 


第 23 条 
こ 評価 及び 検討 する も の と する 。 
前 項 の 検証 の 結果 、 
ずる も の と する 。 
附 則 
この 条例 は 、 公 布 の 日 か ら 施行 する 
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地酒 等 普及 促進 ・ 乾 杯 条例 











(目的 ) 

第 1 条 この 条例 は 、 地 酒 等 (市 の 区 域内 に お いて 製造 され 、 又 は 市 の 区 域内 に お いて 生産 さ 

人 

。 以下 同じ 。) の 普及 の 促進 に 関し 、 基本 理念 を 定め 、 並び に 市 及び 事業 者 (地酒 等 を 製造 
A 以下 同じ 。) の 役割 を 明らか に する こと に より 、 農 

業 を は じ め 地 酒 等 に 関連 する 産業 の 振興 を 図り 、 も っ て 市 内 経済 の 活性 化 に 寄与 する こと を 

目的 と する 。 

(基本 理念 ) 

第 2 条 地酒 等 の 普及 の 促進 は 、 市 及び 事業 者 の 連携 協力 の 下 、 次 に 掲げ る 事項 を 基本 と し て 
行わ れ な けれ ば な ら な い 。 

(1) 地酒 等 に よる 乾杯 の 普及 が 図ら れる こと 。 

(2) 個人 の 嗜好 及び 意思 が 尊重 され る こと 。 

(3) アル コー ル 健 康 障害 対策 基本 法 (平成 25 年 法 律 第 109 号 ) 第 2 条 に 規定 する アル コー ル 健 
康 障 害 の 発生 等 を 貴 ま え 、 飲 酒 に 関す る 正しい 知識 の 普及 に 資す る も の で ある こと 。 
(市 の 役割 ) 

第 3 条 市 は 、 前 条 に 定め る 基本 理念 (以下 「 基 本 理念 」 と いう 。) に の っ と り 、 地酒 等 の 普及 

の 促進 に 資す る 施策 を 講ず る よう 努め る も の と する 。 

(事業 者 の 役割 ) 

第 4 条 事業 者 は 、 基 本 理念 に の っ と り 、 そ の 事業 活動 を 行う に 当たっ て は 、 地 酒 等 の 普及 の 
促進 に 積極 的 に 取り 組む よう 努め る も の と する 。 

(市 民 の 協力 ) 

第 5 条 市 民 は 、 市 及び 事業 者 が 行う 地酒 等 の 普及 の 促進 に 係る 取組 に 協力 する よう 努め る も 

の と する 。 

附 则 
この 条例 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 する 。 

















































































































































































































































































































